
〔ｔ〕2.9

〔対策実施にあたっての留意事項〕

③留意
事項等

○ベルトの張力、たるみ等により効果が見込めない場合は、本対策の実施は必要なし。ただし、この
場合は、その根拠となる書類を計画書提出時に添付する。
○省エネファンベルトは、空調機に適合するものを選定し、騒音や振動等を確認する必要がある。

②効果
の試算
方法
（例）

（現状）
空調機等（空調機ファン出力合計　100kW）に使用している
ファンベルトが従来型であり、空調機ファンによる年間の電気
使用量は、250,000〔kWh〕であった。

（効果見込み値）
温室効果ガスの削減量：

⇒温室効果ガスの削減量〔t〕
　7.5〔千kWh〕（電気使用量の削減量）×0.386〔ｔ/千kWh〕≒2.9〔ｔ〕

〔試算の前提条件〕

〔試算の結果〕

⇒電気使用量の削減量〔千kWh〕
　250〔千kWh〕（ファン等の年間電気使用量）×３〔％〕（損失軽減率）＝7.5〔千kWh〕

（改善方法）
空調機等に使用しているファンベルトを、従来型から省エネ型
へ取替える。

（計算のポイント）
図ベルトの張力、たるみの状況により、効果が不確実のため、メーカ等の効果として示され
ているものを参考とする。一般的には、３～６〔％〕の削減効果が見込まれているため、計
算上は、空調機ファン等の電気使用量のうち、損失軽減として3〔％〕の効果があると仮定
する。

ファンベルト
（従来型　⇒　省エネ型）
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対策No

事務所
テナント

ビル
商業施設 宿泊施設 教育施設 医療施設 文化施設

○ ○ ○ ○ △ ○ ○

【重点対策の解説】

 

対策No

事務所
テナント

ビル
商業施設 宿泊施設 教育施設 医療施設 文化施設

△ △ △ △ △ △ △

【重点対策の解説】

①削減対
策の選定
方法

〔対策の概要〕

大規模な地下駐車場又は屋内駐車場がある場合において、駐車場換気設備に、CO2又はCO濃

度の制御システムを導入する。なお、運用対策として駐車場換気ファンを制御している場合
は、この対策の計上は不要となる。

①削減対
策の選定
方法

〔空－４〕外気導入量の適正管理において、在室人員の変動が大きく時間単位での制御が必
要な場合等に検討する。

〔対策の概要〕

重点対策名称 対象用途
（◎：多いに効果が見込める。○：効果が見込める。△：条件次第で効果が見込める。）

空－９ 駐車場CO2等濃度制御システムの導入

■　東京都地球温暖化対策　基本対策（重点項目）解説表

空－８ 外気導入制御システムの導入

重点対策名称 対象用途
（◎：多いに効果が見込める。○：効果が見込める。△：条件次第で効果が見込める。）
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対策No

事務所
テナント

ビル
商業施設 宿泊施設 教育施設 医療施設 文化施設

◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

【重点対策の解説】

BD-3

BD-5

BD-7

BD-9

BD-
11

BD-
BD-
17

BD-
19

　
　
　

〔対策の検討方法〕

■　東京都地球温暖化対策　基本対策（重点項目）解説表

照-1（運）

①削減
対策の
選定方
法

■対策の着眼点
　○室内のJIS照度基準（図１：事務所
　　の照度）として、照度を設定する
　　必要がある。
　○各場所の照度を測定し、JIS規格照
　　度と比較する。
　○不使用室や昼休み時の事務室など、
　　不使用場所の適時点灯を徹底する。

■対策の実施概要
　○JIS照度基準の範囲内で照度を下げ
　　ることで、照明設備のエネルギー
　　を削減する。
　○不使用室や昼休みの消灯は、使用者
　　自らによる省エネ対策であるので、
　　啓発が不可欠である。

対象用途
（◎：多いに効果が見込める。○：効果が見込める。△：条件次第で効果が見込める。）

適正な照度管理（照度点灯時間等）

〔対策の概要〕

重点対策名称

（現状把握）
各場所の照度と点灯時の部屋の利用状況を
確認

　部屋の利用状況は、各部屋を見回って
確認。

（対策方法の検討）
JIS照度基準の範囲内で照度を調整する。
使用者と協議し、不使用場所の消灯を徹底す
る。

　使用者の省エネ意識が成否を分ける。
目的からの啓発が重要。

（対策効果の算定）
低減した照明電力に基づき計算

　事務所ビルなどは予測効果を提示する
と使用者の理解が進みやすい。

図1　JIS照度基準

■代表的な場所の照度基準 〔単位：lx〕

場所 下限値 上限値 備考

一般事務室
細かい作業を伴う
場合は除く。

会議室

応接室

食堂

エレベータホール

廊下

階段

更衣室

倉庫
150

300 750

200 500

100 200

75
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〔ｔ〕

○JISの照度基準を維持すること。

②効果
の試算
方法
（例）

〔試算の前提条件〕

『不使用室の消灯』
（現状）
　事務室には、40W蛍光灯が6,000本あり、業
務時間（14時間）における全点灯率は80%で
あった。
　年間業務日数は250日であり、昼休みは各日1
時間である。昼休みは、ほとんどの社員は昼食の
ため離席している。

（改善方法）
昼休みの一斉消灯を行い、1時間の消灯を励行す
る。

《参考文献》
図1　省エネルギー診断技術ハンドブック（ビル編）・・・財団法人　省エネルギーセンター
図2　オフィスビルの省エネルギー平成17年版・・・財団法人　省エネルギーセンター

⇒温室効果ガスの削減量〔t〕
　24〔千kWh〕×0.386〔ｔ/千kWh〕≒9.3〔t〕

〔試算の結果〕

⇒電気の削減量〔千kWh〕
40〔W〕×6,000〔本〕（全点灯時の消費電力）
　×（80％-40％）（全点灯率-昼休み点灯率）
　×250〔h〕（年間の昼休みの時間）　＝　24〔千kWh〕

（計算のポイント）
一斉消灯を行うにあたって、一斉消灯後の再点灯率を継続的に確認し、最終的な消灯率の目
標を設定する。5ヵ年計画では、この目標値を設定する。

（効果見込み値）
温室効果ガスの削減量：

9.3

③留意
事項等

〔対策実施にあたっての留意事項〕

図2図2
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対策No

事務所
テナント

ビル
商業施設 宿泊施設 教育施設 医療施設 文化施設

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

【重点対策の解説】

BD-3

BD-5

BD-7

BD-
11

BD-
BD-
17

BD-
19

①削減
対策の
選定方
法

照ー２

〔対策の概要〕

〔対策の検討方法〕

■対策の着眼点
　○蛍光灯に従来型安定器（銅鉄型）
　　を使用している場合に、インバ
　　ータ安定器に更新する。

■対策の実施概要
　○比較的稼動時間の長い蛍光灯の従来
　　型安定器（銅鉄型）を、インバータ
　　安定器に更新工事を行う。

対象用途
（◎：多いに効果が見込める。○：効果が見込める。△：条件次第で効果が見込める。）

■　東京都地球温暖化対策　基本対策（重点項目）解説表

蛍光灯インバータ安定器の更新

重点対策名称

図1　インバータ安定器の構成

（現状把握）
蛍光灯の従来型安定器の使用箇所の確認

　従来型安定器（銅鉄型）の使用状況を、照
明設備竣工図等から使用箇所を確認。

（対策方法の検討）
蛍光灯の従来型安定器の更新箇所、工事方
法等の検討

　蛍光灯の点灯時間、ランプの種類、仕様等
を調査し、効果が見込める範囲の蛍光灯安
定器について、更新エリア、箇所を限定し、
その工事方法を検討する。

（対策効果の算定）
安定器更新前後の様相を把握し、更新前後
の出力の比較し計算

　安定器更新前後の出力と点灯時間を調査
し、照明における電気使用量の削減量を計
算する。

安定器の構成
＊

＊：株式会社　東芝

図2　照明設備の諸元表
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〔対策実施にあたっての留意事項〕

③留意
事項等

〔試算の結果〕

〔ｔ〕
（効果見込み値）
温室効果ガスの削減量：

ケース1：インバータ安定器
⇒電気使用量の削減量〔千kWh〕
　4〔W〕（蛍光ランプ（節電型）にインバータ安定器を導入した場合の削減効果）
　×2〔本〕（２灯用）×3,000〔台〕×3,500〔時間〕＝84〔千kWh〕

⇒温室効果ガスの削減量〔ｔ〕
８４〔千kWh〕（電気使用量削減量）×0.386〔ｔ／千kWh〕≒32〔ｔ〕

○点灯時間が少ない蛍光灯については、効果が見込めないため対象外とできる。なお、その場合
は、点灯時間等の資料を計画書へ添付する。

図2　省エネルギー診断技術ハンドブック(ビル編）・・・財団法人　省エネルギーセンター

②効果
の試算
方法
（例）

〔試算の前提条件〕

（改善方法）
銅鉄型安定器をインバータ安定器への更新工事を行う。

（計算のポイント）
図2の照明器具の特性から、以下の照明器具安定器更新による早見表を元に照明による電気
使用量の削減効果を計算する。

（現状）
銅鉄型安定器の蛍光灯（40W×2灯用　3,000台）が、年間平
均点灯時間　3,500〔時間〕であった。なお、蛍光ランプは節
電型を使用している。

32

■照明器具安定器更新による削減効果の早見表 〔単位：W〕

従来銅鉄型 インバータ型

蛍光ランプ（節電型管）
（36W） 39 35 4

蛍光ランプ
（40W) 43 35 8

銅鉄型→インバータ
型における削減効果

蛍光ランプ種類
蛍光灯安定器の種類（入力電力）
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対策No

事務所
テナント

ビル
商業施設 宿泊施設 教育施設 医療施設 文化施設

○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ◎

【重点対策の解説】

BD-
11

BD-
BD-
17

BD-
19

①削減
対策の
選定方
法

■　東京都地球温暖化対策　基本対策（重点項目）解説表

照ー３ 高効率ランプの更新

重点対策名称 対象用途
（◎：多いに効果が見込める。○：効果が見込める。△：条件次第で効果が見込める。）

■対策の着眼点
　○白熱電球を、電球形蛍光灯へ交換する。

〔対策の概要〕

〔対策の検討方法〕

■対策の実施概要
　○白熱電球等の照明効率が低い電球を、電球形蛍光灯へ交換する。

（現状把握）
○白熱電球の使用箇所を確認

　白熱電球やインバータ安定器の使用状況
を、照明設備竣工図等から使用箇所を確
認。

（対策方法の検討）
既存のソケットに合う電球を確認

　点灯時間、ランプの種類、仕様等を調査
し、効果が見込める範囲のエリア、箇所を限
定する。

（対策効果の算定）
電球交換前後の様相を把握し、交換前後の
出力を比較し計算

　電球交換前後の出力と点灯時間を調査し、
照明における電気使用量の削減量を計算す
る。

図１　白熱電球との比較＊

パルックボールＤ形

寿命　8,000時間（白熱球の約8倍）
（パルックボールＡ形は6,000時間）

図２　調光器対応電球形蛍光灯＊

（上記調光器対応電球形蛍光灯の寿命は6,000時間）

＊：出典　松下電器産業株式会社

BD-25



〔ｔ〕12

〔対策実施にあたっての留意事項〕

③留意
事項等 ○ソケットや電球の形状等を確認のうえ交換する。

②効果
の試算
方法
（例）

（効果見込み値）
温室効果ガスの削減量：

〔試算の前提条件〕

〔試算の結果〕

（計算のポイント）
図2の照明器具の特性から、以下の電球交換による早見表を元に照明による電気使用量の削
減効果を計算する。

（現状）
白熱電球（60Ｗ　200台）が、年間平均点灯時間
3,000〔時間〕であった。

ケース１（改善方法）
白熱電球を電球形蛍光灯への交換を行う。

⇒電気使用量の削減量〔千kWh〕
46〔W〕（60〔W〕の白熱球を電球形蛍光灯へ交換したときの削減効果）×200〔台〕
　×3,500〔時間〕＝32〔千kWh〕

⇒温室効果ガスの削減量〔ｔ〕
32〔千kWh〕（電気使用量削減量）×0.386〔ｔ／千kWh〕≒12〔ｔ〕

図３　白熱電球を
電球形蛍光灯へ更新

■光源（電球、蛍光灯）更新による削減効果の早見表 〔単位：W〕

白熱電球 電球形蛍光灯

電球形蛍光灯（60W型） 60 14 46

電球形蛍光灯（100W型） 100 23 77

更新時の削減効果ランプ種類
消費電力
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